












































男性 女性 合計 順位 男性 女性 合計
1985 2,578 1,214 694 1,908 15 100 172 272 
1986 3,028 1,240 770 2,010 15 167 265 432 
1987 3,041 1,294 813 2,107 18 171 214 385 
1988 3,190 1,391 890 2,281 20 134 190 324 
1989 3,707 1,650 927 2,577 19 215 228 443 
1990 4,025 1,801 1,055 2,856 20 237 240 477 
1991 4,145 1,859 1,069 2,928 25 236 238 474 
1992 4,219 1,915 1,269 3,184 25 235 233 468 
1993 3,973 1,891 1,032 2,923 26 317 267 584 
1994 3,823 1,659 910 2,569 29 234 198 432 
1995 4,175 1,994 963 2,957 25 288 232 520 
1996 4,608 2,598 1,173 3,771 18 354 268 622 
1997 5,341 2,932 1,391 4,323 19 299 205 504 
1998 7,260 3,577 1,586 5,163 15 327 178 505 
1999 8,728 4,169 2,005 6,174 12 318 189 507 
2000 9,227 4,297 462 4,759 20 2,049 276 2,325 
2001 10,137 4,600 2,190 6,790 12 482 293 775 
2002 9,967 4,307 1,989 6,296 16 525 304 829 
2003 10,650 4,762 2,095 6,857 14 544 304 848 
2004 12,498 5,405 2,570 7,975 11 627 354 981 
2005 12,913 5,177 2,253 7,430 14 676 379 1,055 




体の多くは、フィリピン政府公正取引委員会（Security and Exchange 
Committee）登録の非営利団体である。いずれの団体も会員数は約 30 ～ 40
人の規模を推移している（5）。主に親睦や仲間作り、ビジネスチャンスを求






























1995 年 4 月 1 日］。
2001 年には、校舎移転に伴う学費の値上げと寄付金義務の増額が実施さ
れた。さらに、この前後の数年間で、学費滞納者への退学措置が実施可能





























































開かれている。3～ 6 歳までの幼児クラスが約 50 人、小学校 1年生相当の












































1968 年、マニラ日本人学校（Manila Japanese School）は日本人大使館や
民間企業の駐在員の師弟を教育するための日本語補習校として開校した（10）。
そして、1975 年日本大使館付属マニラ日本人学校としてフィリピン政府の
認可を受けた［『KYODO NEWS DAILY』95 年 3 月 23 日］。
日本の義務教育カリキュラムに沿って、小学部 6年、中学部 3年によって
構成されている。開校から生徒数は徐々に増加し、83 年には 494 人と最盛
期を迎えた。しかし、その後の治安悪化の理由として、日系企業の撤退など
があり、88年には生徒数は 300人にまで落ち込んだ（11）［Ibid.95 年 3月 25日］。
この頃、学校側は当時マニラ首都圏を中心に増加しつつあった日比二世たち











ある（12）［Ibid. 1995 年 4 月 8 日］。
結局、93 年度から入学資格を「日本国籍を有すること」と改定し、日本
国籍を取得していない児童生徒には速やかに取得することを就学の条件とし





94 年から、小学 3年生までに限定して特別クラス「二組」を編成した（13）［Ibid. 









その後、2001 年 4 月、マニラ日本人学校は、校舎の老朽化などを理由に
移転した。移転と同時に学費が高騰し、経済的に厳しい家庭の日比二世たち
が結果的に排除された［『まにら新聞』99 年 7 月 23 日、8月 17 日、11 月 23
95
拡大するマニラ首都圏の日本人コミュニティ
日、11 月 26 日、11 月 27 日、11 月 28 日］。そのため、現在二世の数は児童

























































年 3 月 12 日］。
97
拡大するマニラ首都圏の日本人コミュニティ
発足から 2ヶ月で、SNNは日比二世 165 人と面接を行い、そのうちの半
数が日本国籍を保有、再取得が可能であることが判明した（16）［Ibid. 2006 年
5 月 12 日］。
これを受けて 2006 年 6 月には、フィリピン日系人連合会が中心となり、
フィリピンの主要都市 8ヶ所で日比二世の実態調査に乗り出すことを決めた
［Ibid．2006 年 6 月 12 日］。
2006 年 9 月、日本で生まれ、小学校 4年生までを日本で暮らし、その後、
フィリピンで育ち大学に通っている 22 歳の女性がフィリピン日系人連合会
の調査を経て、日本のパスポートを再取得し、来日している［Ibid．2006 年
9 月 26 日］。また 2007 年 4 月には、SNNと係わっているフィリピンにおい
て在留資格がなく、超過滞在状態にあった日本国籍の二世男性 8人が出国の
際に科せられる罰金の支払いを免除されることが決定した［Ibid. 2007 年 4
月 25 日］。そのうち 7人が 8月末に来日し、SNNから紹介された競走馬の
厩舎や弁当工場で働いている［Ibid.2007 年 8 月 28 日］。
2007 年 8 月時点で、SNNは 233 人の二世たちと面談を行った。その結果、
日本のパスポートとフィリピンでの在留資格をもつ 4人、両親が日比両国に








ン国籍回復センター（Bawiin Kokuseki Recovery Center）が設立され、同
年 9月マニラ首都圏パサイ市（Pasay City）において、第 1回新日系人コン




















として約 300 ～ 400 人が来日している（表 3参照）。同時期「定住者」在留





















る。2005 年 4 月　一審の東京地方裁判所では、原告の訴えを認め、違憲判決を示し
た。しかし、二審の東京高等裁判所では、訴えを棄却した。原告は最高裁判所に上告
し、2007 年 9 月、裁判官全員で構成する大法廷に移して、審理を行うことを決定した。
2006 年 4 月には、杉浦正健法務大臣（当時）が、最高裁判決を見極めた上で、見直
しを検討する考えを示している［『読売新聞』2007 年 9 月 6 日］。
（2）本報告は、2005 年から 2007 年にかけ、合計約 6ヶ月間、マニラ首都圏において断続
的にフィールドワークを実施した資料に基づいて構成された民族誌である。この民族
表３　「日本人の配偶者」、「定住者」資格でのフィリピン人入国者
年度 配偶者 新規「配偶者」日本人の子 定住者 新規「定住」日本人の家族
1989 14,995 2,430 　 　 　 　
1990 18,806 1,024 136 453 83 73 
1991 26,064 917 166 1,395 147 36 
1992 23,046 774 159 868 82 46 
1993 24,344 856 159 1,690 162 132 
1994 26,510 857 126 2,117 209 59 
1995 30,664 1,228 168 2,789 341 231 
1996 36,983 5,238 447 3,430 510 160 
1997 38,576 4,992 378 4,354 844 107 
1998 39,268 4,628 297 5,681 1,425 134 
1999 40,382 4,665 320 7,055 1,895 110 
2000 41,695 5,477 406 9,448 2,924 250 
2001 40,632 5,382 375 10,553 2,332 323 
2002 39,302 4,884 348 12,406 2,610 585 
2003 36,337 4,887 433 14,330 3,039 530 
2004 37,561 5,038 432 16,306 2,893 118 
2005 33,565 5,530 445 17,363 3,109 140 
2006 43,813 8,257 486 20,846 3,410 161 
『出入国管理統計年報』1990 ～ 2007 年度より作成。
注意： 89 年度は「定住者」の区分がない。参考までに「特定の在留資格者」1年以内の総






















1985 735850 723669 7738 　　　　...
1986 710962 698433 8255 　　　　...
1987 696173 681589 10176 　　　　...
1988 707716 690844 12267 　　　　...
1989 708316 685473 17800 　　　　...
1990 722138 696512 20026 　　　　...
1991 742264 717105 19096 　　　　...
1992 754441 728579 19423 5771
1993 792658 766001 20092 6394
1994 782738 756926 19216 5999
1995 791888 764161 20787 7188
1996 795080 766708 21162 6645
1997 775651 747400 20902 6035
1998 784595 754959 22159 6111
1999 762028 730128 24272 6414
2000 798138 761875 28326 7519
2001 799999 760272 31972 7160
2002 757331 721452 27957 7630
2003 740191 704152 27881 7794
2004 720417 680906 30907 8397
2005 714265 672784 33116 10242
2006 730971 686270 35993 12150
厚生労働省統計表データベースシステム、2006 年人口動態調査「1G　上巻　婚姻　第
9.18 表　夫妻の国籍別にみた年次別婚姻件数」から作成（http://wwwdbtk.mhlw.go.jp/





（7）2005 年 11 月 23 日、元X会会員の証言。
（8）2005 年 12 月 3、10、17 日、2006 年 3 月 4、11、18 日に実施したY会での参与観察調査。





また、新日系人の受入にも理解を示している。2006 年 1 月時点で生徒は 92 人であり、
増加傾向にある［『まにら新聞』 2006 年 1 月 3 日］。
（11）生徒数の推移についてはマニラ日本人学校 website（http://www.mjs.org.ph/











（17）http://www.shinnikkei.net/newpage5.html　（2007 年 11 月 4 日検索）





年 9 月 9 日　フィールド・ノート）。
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